
（平成２３年７月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 68 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 60 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 39 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 32 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年４月から同年９月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、妻が夫婦二人分の保険料を金

融機関で納付したはずである。申立期間の国民年金保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、その妻が夫婦二人分

の保険料を金融機関で納付したはずであるとしているところ、申立人の国

民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、

昭和 51 年９月頃に払い出されたと推認され、このことからすると、申立

期間は国民年金保険料を納付することが可能な期間である。 

   また、申立人は、申立期間以外に未納が無い上、申立人が６か月と短期

間である申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当

たらない。 

   さらに、オンライン記録では申立期間のうち昭和 63 年９月は未納と記

録されているが、Ａ町の国民年金被保険者名簿では納付済みと記録されて

おり、行政の記録管理に不備が見られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4314 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年 11 月から 52 年３月まで 

母が国民年金の加入手続をしてくれたが、当時、Ａ職種の見習をして

おり、収入が少なかったので、保険料についても、母が納付してくれて

いた。申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち昭和 50 年４月から 52 年３月までの期間について、申

立人は、その母が国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとして

いるところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被

保険者の資格取得時期から、52 年６月頃に払い出されたと推認され、

その時点では、申立期間のうち、50 年４月から 52 年３月までの期間は、

保険料を納付できる期間である。 

また、申立人は、その母が「国民年金に遡って加入することができた

ので、20 歳から国民年金に加入していることになっているから。遡っ

て納付もしておいたよ。」と言われた記憶があると申述している。 

さらに、申立人は、申立期間を除くほかの期間の国民年金の保険料は

納付済みであり、さらに、申立人の国民年金の保険料を納付していたと

するその母は、申立期間を含め全期間納付済みである上、申立人の母が

当該期間の保険料納付をできなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 49 年 11 月から 50 年３月までの期間に

ついて、申立人は、前記１と同様に国民年金の保険料を納付したと主張



                      

  

しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は上記のとおり 52 年６月

頃払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により保険

料を納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検

索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡も見当たらない。 

また、当該期間の国民年金保険料を納付したとするその母は、既に他

界しており、当該期間に係る保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

うち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4315 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年１月から 57 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年 11 月から 57 年３月まで 

私は、ねんきん特別便が来て未納期間があることが分かった。母が国

民年金の加入手続を行い、集金に来た納税組合の方に毎月保険料を納付

した。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、その母が国民年金の加入手続を行い、納税貯蓄組合を通じ

て保険料を納付したと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 57 年４

月頃に払い出されたと推認され、その時点では、55 年１月から 57 年３

月までは保険料を過年度納付することが可能な期間である。 

また、その母は、遡って保険料をまとめて納付した記憶があると主張

しているところ、Ａ市では、社会保険事務所（当時）から納付書を預か

っており、過年度納付書を発行していたとしていることから、申立人の

申述には信 憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、国民年金保険料を納付したとするその母の保険料は納付済み

である上、申立人は、申立期間以降に未納は無く、平成５年９月から国

民年金保険料を口座振替で納付しているなど、保険料の納付意識は高か

ったものと考えられる上、当該期間の保険料を納付できなかった特段の

事情は見当たらない。 

    

  ２ 一方、申立期間のうち昭和 49 年 11 月から 54 年 12 月までの期間につ

いて、申立人は、前記１と同様に国民年金保険料を納付したと主張して



                      

  

いるが、申立人の国民年金手帳記号番号は上記のとおり 57 年４月頃に

払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により保険料

を納付することができない期間である上、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡も見当たらない。  

  また、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   

  ３ その他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 55 年１月から 57 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4316 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年 10 月から 54 年３月までの国民

年金保険料及び 55 年１月から同年３月までの付加保険料を含む国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年４月から 54 年３月まで 

             ② 昭和 55 年１月から同年３月まで 

    私は、ねんきん特別便で未納期間があることが分かった。私の夫が

国民年金の加入手続を行い、集金に来た市役所の方に国民年金保険料

を納付した。また、申立期間②は付加保険料の届出を行った時から付

加保険料も納付した記憶がある。申立期間①及び②の保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、その夫が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれたと主張し、その夫は遡って保険料を納

付した記憶があるとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 55 年１月頃に払

い出されたと推認され、その時点では、申立期間のうち 52 年 10 月から

54 年３月までの保険料は、過年度納付可能な期間である。 

    また、申立期間①は、申立人の国民年金保険料を納付したとするその

夫の保険料は納付済みである上、その夫が、申立期間①の保険料を納付

できなかった特段の事情は見当たらない。 

    一方、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立

期間のうち昭和 50 年４月から 52 年９月までは時効により保険料を納付

できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等によ

り調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡



                      

  

も見当たらない。   

   

２ 申立期間②について、申立人は、国民年金付加保険料は届出を行った

時から納付した記憶があるので、付加保険料を含む国民年金保険料を納

付したと主張しているところ、Ａ市の被保険者名簿の付加入欄には、

「55.1.17」と、備考欄に括弧書きで「55.1.17」と記載されていること

から、昭和 55 年１月 17 日に付加保険料の届出を行ったことが確認でき、

申立期間②について、付加保険料を含む国民年金保険料を納付したとす

る申立人の主張に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

    また、申立期間②前後の国民年金保険料は納付済みであり、保険料を

納付したとするその夫の保険料は納付済みである上、３か月間と短期間

である申立期間②の付加保険料を含む国民年金保険料を納付できなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

 

 ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間①のうち昭和 52 年 10 月から 54 年３

月までの国民年金保険料及び 55 年１月から同年３月までの付加保険料

を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4317 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名： 女 

基礎年金番号： 

生 年 月 日： 昭和 26 年生 

住    所： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間： 昭和 46 年１月から同年６月まで 

私が 20 歳になった昭和 46 年に、父は私の国民年金の加入手続と保険

料の納付をしてくれていた。申立期間の保険料が未納となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が申立人の国民年金の加入手続や保険料を納付してく

れていたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号

番号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 48 年２月頃に払い出された

と推認され、その時点では、申立期間は保険料を納付することが可能な期

間である上、その父が６か月と短期間である申立期間の保険料を納付でき

なかった特段の事情は見当たらない。 

また、その父は、自身の国民年金保険料を完納している上、昭和 48 年

からは付加保険にも加入しており、納付意識は高かったと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4320 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年６月から 46 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月から 46 年５月まで 

    私は会社を退職後しばらくたった昭和 46 年頃、又は 48 年頃にＡ町役

場で国民年金の加入手続を行った。その際、役場の窓口で遡って納付で

きる制度があることを知り、まとめて現金で納付したことを覚えている。

私の手帳には、45 年６月１日に国民年金に加入している記載があるの

で、申立期間が未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社退職後しばらくたった昭和 46 年頃、又は 48 年頃にＡ町

役場で国民年金の加入手続を行い、その際に、同町役場窓口で遡って納付

できる制度があることを知り、まとめて現金で保険料を納付したことを覚

えていると申し立てているところ、申立人の所持する年金手帳の資格取得

欄には、資格取得「昭和 45 年６月１日」と記載されているが、申立人に

係る国民年金被保険者名簿（旧台帳）及びＡ町国民年金被保険者名簿では、

申立人が 46 年６月１日に国民年金被保険者資格を取得している記録とな

っており、行政側の記録管理に不備が認められる。 

  また、Ａ町国民年金被保険者名簿によると、申立人が、昭和 50 年 12 月

８日に、第２回特例納付制度により 46 年６月から 47 年 12 月までの期間

の保険料を納付していると記録されているが、前述のとおり申立人は 45

年６月に国民年金被保険者資格を取得していることが確認できることから、

申立期間の保険料を特例納付したことを否定できない上、申立人が 12 か

月と短期間である申立期間の保険料を特例納付できなかった特段の事情は

見当たらない。 



                      

  

さらに、申立人は、申立期間以外の国民年金の加入期間に未納の期間は

無く、付加年金に任意で加入するなど保険料の納付意識は高かったと考え

られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4322 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年３月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年３月から 50 年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 49 年頃、私の母がＡ区役所で私の国民年金の

加入手続を行い、保険料は母が家族の分と一緒に郵便局や銀行等で納付

してくれた。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 49 年頃、その母がＡ区役所で申立人の国

民年金の加入手続を行い、保険料はその母が家族の分と一緒に郵便局や銀

行等で納付してくれていたと申し立てているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、50 年

１月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間は保険料の納

付が可能な期間である上、申立人が 13 か月と比較的短期間である申立期

間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   また、申立期間に国民年金保険料を一緒に納付したとするその父及び母

は保険料を納付している上、申立人は、申立期間以外に保険料の未納は無

く、住所変更手続も適切に行っていることから、保険料の納付意識は高い

と考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4324 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年１月から同年３月まで 

    私の国民年金は、父が昭和 52 年８月頃、Ａ市役所で加入手続を行い、

保険料も父が納付した。申立期間の保険料が未納となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が昭和 52 年８月頃、Ａ市役所で申立人の国民年金の

加入手続を行い、保険料もその父が納付したとしているところ、申立人の

国民年金手帳記号番号は、その記号番号前後の被保険者の資格取得時期か

ら、同年 52 年９月頃に払い出されたものと推認され、このことからする

と申立期間は保険料を納付することが可能な期間である。 

また、申立人は、申立期間以外に国民年金保険料の未納は無く、国民年

金と厚生年金保険との切替変更手続を適切に行っており、国民年金制度に

対する理解度及び保険料の納付意識は高かったと考えられる上、３か月と

短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 37 年 10 月１日から 45 年６月１日まで 

現在、株式会社ＡのＢ支店（現在は、Ｃ株式会社Ｄ支店）での厚生年

金保険被保険者期間は脱退手当金を受け取ったという記録になっている

が、私は脱退手当金を受け取った記憶が無いので申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立事業所で厚生年金保

険被保険者資格を取得した約５か月後の昭和 38 年３月６日に、申立期間

前に勤務していたＥ株式会社において払い出された厚生年金保険被保険者

番号に株式会社Ａで払い出された手帳記号番号を重複取消処理しているに

もかかわらず、Ｅ株式会社の期間が支給されていないことは事務処理上不

自然である。 

また、脱退手当金が支給されたとする額は、法定支給額（５万 286 円）

と 365 円相違しているが、その原因は不明である。 

さらに、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期

には、既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人が当

時脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5748 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年６月５日から 35 年 11 月 21 日まで 

             ② 昭和 38 年３月 11 日から 41 年２月１日まで 

             ③ 昭和 43 年９月 11 日から 44 年１月 25 日まで 

             ④ 昭和 44 年３月１日から同年７月 20 日まで 

平成 22 年９月頃に年金事務所からはがきが来て、脱退手当金を受給

したことを知ったが、当時、脱退手当金のことを知らなかったし、受給

した記憶も無い。また、脱退手当金を受給したことになっている会社と

そうでない会社があるが、自分では全て一つの保険として保険料を納付

してきたつもりなので、納得できない。申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間②よりも前の株式会

社Ａに係る被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請

求となっているところ、当該期間と申立期間を併せて５回の被保険者期間

のうち、２番目に長い被保険者期間（27 か月）を失念するとは考え難い

上、この５回の厚生年金保険被保険者期間は全て同一の被保険者台帳記号

番号となっており、申立人は「自分はいずれの会社でも全て一つの保険と

して保険料を納付してきた。」と供述していることから、未請求の期間が

存在することは事務処理上不自然である。 

   また、脱退手当金が支給されたとする額は、法定支給額（２万 7,150

円）と 2,051 円相違しているが、その原因は不明である。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、脱

退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年 10 月１日から 39 年４月 14 日まで 

現在、Ａ株式会社での厚生年金保険被保険者期間は脱退手当金を受け

取ったという記録になっているが、私は脱退手当金を受け取った記憶が

無いので申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しか

しながら、２回の被保険者期間のうち最初の被保険者期間を失念するとは

考え難い。 

   また、申立人に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿、健康

保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払

出簿の氏名は、旧姓のままであることが確認できることを踏まえると、申

立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は、

昭和 39 年５月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当

金を請求したとは考え難い。 

   さらに、申立人は申立事業所を資格喪失した 11 か月後に国民年金に加

入し、国民年金保険料を申立事業所を資格喪失した月から納付しているこ

とを踏まえると、申立人は申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

識していたことがうかがえる上、支給されたとする額は、法定支給額

（3,000 円）と 960 円相違しており、その原因は不明である。 

   加えて、申立事業所が厚生年金保険の適用事業所となった日から、適用



                      

  

事業所でなくなった日までに厚生年金保険の被保険者資格を取得した女性

のうち脱退手当金の受給資格者は申立人を含めて 16 人確認できるところ、

脱退手当金の支給記録が確認できるのは３人のみであることを踏まえると、

事業主が申立人の委任に基づき代理請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成 14 年４月から同年

９月までは 38 万円、同年 10 月は 41 万円、同年 11 月から 15 年１月まで

は 38 万円、同年２月及び同年３月は 41 万円、同年４月は 38 万円、同年

５月及び同年６月は 41 万円、同年７月は 38 万円、同年８月は 41 万円、

同年９月及び同年 10 月は 38 万円、同年 11 月は 50 万円、同年 12 月から

16 年４月までは 38 万円、同年５月及び同年６月は 41 万円、同年７月か

ら 17 年３月までは 36 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年４月１日から 17 年４月１日まで 

株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報

酬月額が実際の給与と比較して低くなっているので、正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間の一部（平成 15 年 11 月～16 年５月

分）の給与明細書及び株式会社Ａから提出された申立人の申立期間に係る

賃金台帳に基づく資料から、申立人は、申立期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び



                      

  

厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準

報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することになる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された

給与明細書及び当該会社から提出された賃金台帳に基づく資料から、平成

14 年４月から同年９月までは 38 万円、同年 10 月は 41 万円、同年 11 月

から 15 年１月までは 38 万円、同年２月及び同年３月は 41 万円、同年４

月は 38 万円、同年５月及び同年６月は 41 万円、同年７月は 38 万円、同

年８月は 41 万円、同年９月及び同年 10 月は 38 万円、同年 11 月は 50 万

円、同年 12 月から 16 年４月までは 38 万円、同年５月及び同年６月は 41

万円、同年７月から 17 年３月までは 36 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

経理責任者（事業主の妻）は、「実際の給与より低い報酬月額を届け出

た。」と供述していることから、事業主は、給与明細書及び賃金台帳に基

づく資料で確認できる保険料控除額に基づく報酬月額を届け出ておらず、

申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料についても納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所(当時)は、当該標準

報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年８月 30 日から 40 年３月 31 日まで 

年金事務所の記録では、株式会社Ａを辞めた後に、脱退手当金を受け

取ったことになっているが、これは誤りであるので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立人が初めて就職した事業

所に係る被保険者期間はその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いるが、申立人が当該被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人は脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、

既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人がその当時

脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

さらに、当時、株式会社Ａの顧問を務めていた税理士事務所は、退職す

る従業員に脱退手当金の説明をしたり、代理で脱退手当金の請求手続をし

たりはしていない旨供述していることから、事業主が申立人の委任を受け

て代理請求したとは考え難い。 

  これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5773 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 47 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月１日から５年２月１日まで 

厚生年金の記録では、株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立期間の

厚生年金保険の標準報酬月額が当初 47 万円だったところ、12 万 6,000

円に減額されていた。このようなことが行われていたことをねんきん定

期便で初めて知ったので、減額前の標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初申立人が主張する 47 万円と記録されていたところ、

当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成５年３月９日よ

り後の同年７月７日付けで、申立期間の標準報酬月額を平成３年８月１日

に遡って 12 万 6,000 円に訂正されていることが確認できる。 

また、オンライン記録により、期間は異なるものの平成５年７月７日付

けで、申立人の複数の同僚についても申立人と同様に遡って標準報酬月額

の減額処理がなされていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂

正処理を行う合理的理由は見当たらず、申立期間における標準報酬月額に

係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期

間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 47 万

円に訂正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を平成10年11月から11年６月ま

では20万円、同年７月は26万円、同年８月は20万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年 11 月から 11 年８月まで 

     年金記録確認Ａ地方第三者委員会より、株式会社Ｂに勤務していたと

きの、当時の給与額と年金記録に相違があると連絡を受けたので、正し

い記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる申立人の保険料控

除額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、株式会社Ｂに係る給料

支払明細書において確認できる保険料控除額により、平成 10 年 11 月から

11 年６月までは 20 万円、同年７月は 26 万円、同年８月は 20 万円に訂正

することが必要と認められる。 

   なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標



                      

  

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、このほか確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから明らかでないと判断せざるを得な

い。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5776 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準

報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることか

ら、当該期間の標準報酬月額を 53 万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間②について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人の標準報酬月額を 50 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年４月１日から７年３月１日まで 

             ② 平成７年３月１日から同年７月１日まで 

    株式会社Ａにおいて、標準報酬月額の訂正処理が行われた当時、細部

の説明は無かったが、会社が経営不振で資金繰りに苦労しているとは聞

いていた。ワンマン社長だったために、私を含めた当時の役員数名は、

経営に参画しておらず、給与の遅配、給与明細の支給額と入金額の相違、

ほかに個人の資産からの会社への持出し金の強要までされていた。給

与・賞与・退職金の未払分及び個人の持出し金は、その後支払われるこ

とは無かった。平成 21 年 12 月に当時の取締役だったＢ氏が、標準報酬

月額が大幅に減額されている申立てを年金記録確認第三者委員会に行い、

私の所に当時の状況、情報提供のアンケートが届き回答している。後日、

Ｂ氏より申立てが認められたとの連絡があったので、私の標準報酬月額

についても、同様に減額されているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、株式会社Ａに係る滞納処分票及びオンライン記



                      

  

録によると、同社は、平成４年８月頃から厚生年金保険料を滞納しはじ

め、年々滞納額が増加していって、７年３月１日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっているところ、同日後の同年３月２日付けで、申立

人の標準報酬月額が、５年４月まで遡って 53 万円から９万 8,000 円に

減額訂正されていることが確認できる。 

  また、法人登記簿謄本によると、申立人は、同社取締役であることが

確認できるが、同僚役員が、｢申立人は、製造現場の責任者であり工場

長のような立場だったので、社会保険関係には全く関与しておらず、社

会保険関係の届出等は事業主である社長が行っていた。｣と供述してい

ることから、申立人は、社会保険関係業務に関する権限を有していなか

ったと認められる。 

  さらに、申立人から提出された平成５年３月分から７年２月分までの

給与明細書によると、申立人は、減額訂正前の標準報酬月額 53 万円に

相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが

確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような

遡及により記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見当たらず、

標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、事業主が当

初社会保険事務所に届け出た 53 万円に訂正することが必要である。 

 

  ２ 申立人は、申立期間②に係る標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

申立期間②について、法人登記簿謄本から、株式会社Ｃ（平成８年２

月＊日にＤに名称変更）の取締役であることが確認できる同僚が、｢自

分は、Ａでは現場従業員であったが、Ａの社長に頼まれて借金の保証人

となったので、のちにＤの取締役となった。Ａは、バブルがはじけて以

降急速に資金繰りが悪くなり、Ａでは資金が借りられなくなったので、

社長がＤを作った。｣と供述しており、オンライン記録によると、株式

会社Ａが厚生年金保険の適用事業所ではなくなった７年３月１日付けで、

被保険者資格を喪失した申立人を含む同社役員及び従業員 47 人のうち

ほぼ全員の 44 人が、同日付けで株式会社Ｃの被保険者資格を取得して

いることが確認できるとともに、株式会社Ｃにおける資格取得時の標準



                      

  

報酬月額は、株式会社Ａにおける資格喪失時の標準報酬月額よりもかな

り低額となっている従業員が多数いることが確認できる。 

また、法人登記簿謄本によると、申立人は、平成７年３月＊日まで株

式会社Ｃの監査役であることが確認できるものの、同社に係る滞納処分

票によると、同社については、申立人が退職した後の平成８年３月まで

保険料の滞納が無いことが確認できる上、複数の同僚が、「社会保険関

係の届出等は事業主である社長が行っていた。」と供述している。 

さらに、申立人が提出した平成７年３月分から同年７月分までの給与

明細書によると、オンライン記録の資格取得時の標準報酬月額 20 万円

を超える報酬月額（51 万 4,000 円）の支払を受け、標準報酬月額 53 万

円に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されているこ

とが確認できる。 

    以上のことから、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、

前述の給与明細書で確認できる報酬月額から、50 万円に訂正すること

が必要である。 

    なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納

付義務の履行については、事業主は不明としており、このほかに確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。  

    また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が見当たらな

いことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案5779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間③について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を昭和61年５月から62年５月

までは15万円、同年６月から同年９月までは12万6,000円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間⑤について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を28万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年２月27日から同年３月10日まで 

         ② 昭和61年３月10日から同年５月１日まで 

         ③ 昭和61年５月１日から62年10月１日まで 

④ 昭和62年10月１日から平成５年７月１日まで 

         ⑤ 平成５年７月１日から同年８月１日まで 

    年金事務所から、有限会社Ａに勤務していたときの厚生年金保険の標

準報酬月額について問い合わせがあった。 

    この会社に勤めた日からの給与支払明細書等を所持しているが、当時、

受け取っていた給与と厚生年金保険の標準報酬月額の間には、大きな

差異があるので、正しい記録に訂正してほしい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③について、申立人が提出した有限会社Ａに係る給与支払明

細書等により、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和61年５月から62

年５月までは15万円、同年６月から同年９月までは12万6,000円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、申立人の給与支払明細書等において確認できる報酬月額又は

保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準報酬

月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該明細書

等で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出て

おらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間⑤について、上述の給与支払明細書等により、申立人は、そ

の主張する標準報酬月額（28万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与支払明細書等で確認できる厚生年金保険料控除額に見合

う報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行っ

たとは認められない。 

 

３ 一方、申立人は、申立期間②及び④に係る標準報酬月額の相違につい

ても申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額

を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方を認定することとなる。 

  しかしながら、申立期間②について、上述の給与支払明細書等により、

事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていないことが確認で

きる。 



                      

  

また、申立期間④について、当該明細書等によると、昭和62年11月か

ら平成５年７月まで69か月の給与において、事業主により控除されてい

た保険料額は全ての月において同一額の7,812円であり、当該保険料控

除額に見合う標準報酬月額は11万円から12万6,000円までの範囲内であ

ることから、オンライン記録における当該期間に係る標準報酬月額を下

回っており、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②及び④について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

４ 申立期間①について、前述の給与支払明細書等から、申立人が当該期

間において、有限会社Ａに勤務していたことは認められる。 

しかしながら、事業主は「保険料は、翌月の給与から控除してい

た。」としているところ、申立人が提出した昭和61年３月分の当該明細

書等によると、保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立

期間①は 46 万 4,000 円に、申立期間②及び③を 45 万 3,000 円に、申立期

間④を 44 万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月１日 

② 平成 19 年 12 月１日 

③ 平成 20 年７月１日 

              ④ 平成 20 年 12 月１日                

    株式会社Ａから支給された平成 19 年７月から 20 年 12 月までの賞与

について、保険料が控除されているにもかかわらず、事業所の届出遅れ

により厚生年金保険の年金額に反映されない記録となっている。正しい

標準賞与額の記録として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る賞与明細書から、申立人は、株式

会社Ａから賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人



                      

  

の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これら

の標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細

書における当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、申立期間①は

46 万 4,000 円に、申立期間②及び③を 45 万 3,000 円に、申立期間④を 44

万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る賞与の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立

期間①から③までの期間を 70 万円に、申立期間④及び⑤を 68 万 3,000 円

に、申立期間⑥及び⑦を 66 万 6,000 円に、申立期間⑧及び⑨を 65 万円に、

申立期間⑩及び⑪を 63 万 4,000 円に、申立期間⑫を 62 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月１日 

② 平成 15 年 12 月１日 

③ 平成 16 年７月１日 

④ 平成 16 年 12 月１日 

⑤ 平成 17 年７月１日 

⑥  平成 17 年 12 月１日 

⑦ 平成 18 年７月１日 

⑧ 平成 18 年 12 月１日 

⑨ 平成 19 年７月１日 

⑩ 平成 19 年 12 月１日 

⑪ 平成 20 年７月１日 

⑫ 平成 20 年 12 月１日         

    株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 20 年 12 月までの賞与

について、保険料が控除されているにもかかわらず、事業所の届出遅れ



                      

  

により厚生年金保険の年金額に反映されない記録となっている。正しい

標準賞与額の記録として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る賞与明細書から、申立人は、株式

会社Ａから賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これら

の標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細

書における当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、申立期間①から

③までの期間を 70 万円に、申立期間④及び⑤を 68 万 3,000 円に、申立期

間⑥及び⑦を 66 万 6,000 円に、申立期間⑧及び⑨を 65 万円に、申立期間

⑩及び⑪を 63 万 4,000 円に、申立期間⑫を 62 万円に訂正することが必要

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る賞与の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5783 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 41 年５月 21 日に訂正し、同

年４月の標準報酬月額に係る記録を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月 29 日から同年５月 21 日まで 

    年金記録を確認したところ、申立期間の年金記録が空白になっている

ことが分かった。Ａ株式会社から同社の製品の販売会社であった株式

会社Ｃに出向となったが、給与はＡ株式会社から受けていたと記憶し

ている。系列の会社への異動であり、空白期間があることに納得でき

ない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人は、Ａ株式会社において昭和 41 年４月 29

日に厚生年金保険被保険者資格を喪失後、同年５月 21 日に株式会社Ｃに

おいて資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、申立人が提出した「Ｄ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）

取締役退職金について」（Ｄ株式会社経理部長名昭和 55 年６月 20 日付

け）の記載内容及び同僚の供述から、申立人が申立期間においてＡ株式会

社に継続勤務（41 年５月 21 日から株式会社Ｃに出向）していたことが認

められる。 

また、複数の同僚は「Ａ株式会社から各系列会社に出向した場合、年金

記録も継続しているはず、保険料はＡ株式会社において一元的に控除して

いたと思う。」旨の回答をしているところ、当該事業所の系列会社間の異

動が確認できる同僚 14 人の年金記録に空白は確認できない。 



                      

  

加えて、当該事業所の事業主は、「関係資料が保管されていないので、

申立期間当時の系列会社間の異動時における取扱いの規則、慣例的な取扱

いについては不明であるが、申立人は、継続して当社の社員として勤務し

ていた。」と回答している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿における資格喪失前の申立人の記録から、３万

6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているものの、Ａ株式会社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿における資格喪失日が雇用保険被保険者記録の離

職日の翌日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所（当時）の

双方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 41 年４月 29

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

申立期間の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5784 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額については、当該期間のうち、平成２年３月から同年９月までは

41 万円、同年 10 月から３年９月までは 53 万円、同年 10 月から同年 12

月までは 47 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の資格喪失日は平成４年２

月 18 日であると認められることから、申立人の株式会社Ａにおける厚生

年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正し、申立期間のうち平成

４年１月の標準報酬月額を 47 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年３月１日から４年２月 18 日まで 

   株式会社ＡにＢ職として勤務していた期間のうち、平成２年３月１日

から４年１月 31 日までの標準報酬月額が事実と相違しているので正し

い標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、平成２年３月から同年９月までは 41 万円、同年

10 月から３年９月までは 53 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 47 万

円と記録されていた。 

しかし、オンライン記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった平成４年１月 31 日より後の同年２月 17 日において、

申立人を含む複数の従業員の標準報酬月額が遡って訂正されており、申立

人の場合、平成２年３月から３年９月までは 34 万円、同年 10 月から同年

12 月までは 41 万円に訂正されていることが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、当該処理を遡及して行う合理的な

理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、



                      

  

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初

届け出た標準報酬月額の記録から、当該期間のうち、平成２年３月から同

年９月までは 41 万円、同年 10 月から３年９月までは 53 万円、同年 10 月

から同年 12 月までは 47 万円とすることが必要と認められる。 

また、申立人に係る雇用保険の記録では、離職日が平成４年７月 22 日

となっていることから、申立期間を含め、申立人が同日まで同社に勤務し

ていたことが確認できる。 

一方、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所であった期間は、申立人

の被保険者期間と同じ平成４年１月 31 日までであるが、当該資格喪失処

理は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった４年１月 31 日以降

の同年２月 18 日であることが確認できる上、商業登記簿により、当該喪

失処理日において同社は法人格を有していたことが確認できることから、

同日までの期間当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たし

ていたものと判断される。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人の資格喪失日に係る有効な

記録処理があったとは認められないことから、申立人の当該事業所におけ

る被保険者資格の喪失日に係る記録を平成４年２月 18 日とすることが妥

当である。 

 なお、申立期間のうち、平成４年１月の標準報酬月額については、上記

による訂正後の平成３年 12 月のオンライン記録から 47 万円とすること

が妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5786 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事務所における資格喪失日

に係る記録を昭和 64 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係

る記録を 19 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年 12 月 31 日から 64 年１月１日まで 

    ねんきん定期便で知ったが、オンライン記録では、Ａ事務所の資格喪

失日が昭和 63 年 12 月 31 日となっているが、実際は同年 12 月 31 日に

退職した。保険料控除の確認できる給与明細書及び同年 12 月の保険料

納付した領収書を提出するので、当該期間について厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事務所から事務を継承したＢ事務所から提出された人事異動通知書、

申立人から提出された給与明細書及びＡ事務所長押印の納入通知書兼領収

書等から判断すると、申立人が同事務所に継続して勤務し、申立期間に係

る厚生年金保険料(標準報酬月額 19 万円相当)を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の資格喪失日の前月

の昭和 63 年 11 月の標準報酬月額のオンライン記録から、19 万円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付する義務の履行について

は、事業主が、昭和 63 年 12 月 31 日を厚生年金保険の資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年 12 月の

保険料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入の告知



                      

  

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。)、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5787 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日、

17 年６月 28 日、18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 27 日 

             ② 平成 17 年６月 28 日 

             ③ 平成 18 年６月 27 日 

             ④ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5788 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日、

17 年６月 28 日、18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 27 日 

             ② 平成 17 年６月 28 日 

             ③ 平成 18 年６月 27 日 

             ④ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5789 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年６月 28 日、

18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 28 日 

             ② 平成 18 年６月 27 日 

             ③ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険



                      

  

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5790 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年６月 28 日、

18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 28 日 

             ② 平成 18 年６月 27 日 

             ③ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険



                      

  

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5791 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日、

17 年６月 28 日、18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 27 日 

             ② 平成 17 年６月 28 日 

             ③ 平成 18 年６月 27 日 

             ④ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5792 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月３日、

17 年６月 30 日、同年 12 月５日、18 年６月 30 日、同年 12 月５日、19 年

６月 29 日及び同年 12 月５日は 150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月３日 

             ② 平成 17 年６月 30 日 

             ③ 平成 17 年 12 月５日 

             ④ 平成 18 年６月 30 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月５日 

             ⑥ 平成 19 年６月 29 日 

             ⑦ 平成 19 年 12 月５日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間



                      

  

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5793 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月３日、

17 年６月 30 日、同年 12 月５日、18 年６月 30 日、同年 12 月５日、19 年

６月 29 日及び同年 12 月５日は 150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月３日 

             ② 平成 17 年６月 30 日 

             ③ 平成 17 年 12 月５日 

             ④ 平成 18 年６月 30 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月５日 

             ⑥ 平成 19 年６月 29 日 

             ⑦ 平成 19 年 12 月５日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金の給付に反映されない記録となっているので訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間



                      

  

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5794 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月３日、

17 年６月 30 日、同年 12 月５日、18 年６月 30 日、同年 12 月５日及び 19

年６月 29 日は 150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月３日 

             ② 平成 17 年６月 30 日 

             ③ 平成 17 年 12 月５日 

             ④ 平成 18 年６月 30 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月５日 

             ⑥ 平成 19 年６月 29 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に



                      

  

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5795 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日

は 150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 27 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5796 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月３日、

17 年６月 30 日、同年 12 月５日、18 年６月 30 日及び同年 12 月５日は

150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月３日 

             ② 平成 17 年６月 30 日 

             ③ 平成 17 年 12 月５日 

             ④ 平成 18 年６月 30 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月５日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5797 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日、

17 年６月 28 日、18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 27 日 

             ② 平成 17 年６月 28 日 

             ③ 平成 18 年６月 27 日 

             ④ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5798 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日、

17 年６月 28 日、18 年６月 27 日及び 19 年６月 26 日は 150 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 27 日 

             ② 平成 17 年６月 28 日 

             ③ 平成 18 年６月 27 日 

             ④ 平成 19 年６月 26 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5799 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 19 年６月 29 日

は 122 万 2,000 円に、同年 12 月５日を 150 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年６月 29 日 

             ② 平成 19 年 12 月５日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る



                      

  

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、申立期間①は 122 万

2,000 円に、申立期間②は 150 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5800 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 15 年６月 27 日

は 150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 27 日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5801 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月３日、

17 年６月 30 日、同年 12 月５日、18 年６月 30 日及び同年 12 月５日は

150 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月３日 

             ② 平成 17 年６月 30 日 

             ③ 平成 17 年 12 月５日 

             ④ 平成 18 年６月 30 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月５日 

    株式会社Ａにおいて、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険

料が控除されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。同社

は、その後、賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書に

おいて確認できる保険料控除額又は賞与額から、150 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る申立期間の賞与の届出を

行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5802 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和

48 年 10 月 19 日、資格喪失日は 49 年 10 月 19 日であると認められること

から、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る

記録を上記のとおりとすることが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 48 年 10 月から 49 年

６月までの期間は６万円、同年７月から同年９月までの期間は８万円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年 10 月１日から 49 年 10 月 31 日まで 

株式会社Ａに勤務した申立期間に、厚生年金保険の被保険者記録が無

い。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿では、申立人は、昭和 48 年

10 月 19 日に資格を取得し、同年 11 月 24 日に資格取得の取消をされて

いることが確認できる。 

 しかしながら、上記事業所別被保険者名簿では、資格取得の取消を行

った昭和 48 年 11 月 24 日以後の 49 年４月に申立人の氏名が変更され、

同年７月に標準報酬月額が８万円に改定された記載があることから、

社会保険事務所（当時）における年金記録の管理が不適切であったと

認められる。 

また、株式会社Ａが申立期間当時加入していたＢ組合提出の申立人に

係る健康保険被保険者記録では、申立人は、昭和 48 年 10 月 19 日に資

格を取得し、49 年 10 月 19 日に資格を喪失しており、当該期間の標準

報酬月額は 48 年 10 月から 49 年６月までは６万円、同年７月から同年



                      

  

９月までは８万円であることが確認できる。 

さらに、申立人の雇用保険被保険者記録では、昭和 48 年 10 月 19 日

に資格を取得し、49 年 11 月１日に離職しており、複数の同僚も期間の

特定はできないものの１年ほど勤務していたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、株式会社Ａの事業主は、申立人が昭和

48 年 10 月 19 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、49 年 10 月 19

日に資格喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったとすることが妥当

である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、上記のＢ組合での申立人

に係る健康保険被保険者記録から、昭和 48 年 10 月から 49 年６月まで

の期間は６万円、同年７月から同年９月までの期間は８万円とすること

が妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 48 年 10 月１日から同年 10 月 18 日までの期間

及び 49 年 10 月 19 日から同年 10 月 31 日までの期間について、申立事

業所を合併統合している株式会社Ｃは、申立期間当時の申立人の厚生年

金保険の適用等の資料は保存しておらず、申立人の当該期間の勤務実態

及び保険料控除は不明としており、同僚からも当該期間に係る勤務実態

や保険料控除について供述を得られない。 

  また、Ｂ組合の申立人に係る健康保険被保険者記録では、申立人が当

該期間に被保険者であった記録とはなっていない。 

  さらに、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5803 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、昭和 43 年 12 月 10 日であ

ると認められることから、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

        なお、申立期間①のうち昭和 43 年８月及び同年９月の標準報酬月額は

３万 3,000 円、同年 10 月及び同年 11 月の標準報酬月額は３万 9,000 円

とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年８月 31 日から 44年 12 月 31日まで 

② 昭和 59 年 11 月 21 日から 61 年１月１日まで 

        申立期間①はＡ株式会社に、申立期間②はＢ株式会社に勤務していた

ので、両申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       １ 雇用保険の被保険者記録から、申立人が申立期間①のうち昭和 43 年

12 月 20 日までＡ株式会社に勤務していたことが認められる。 

         また、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は、

昭和 43 年８月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しているが、当

該喪失処理は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった同年 12

月 10 日より後の同年 12 月 23 日付けで行われていることが確認できる。 

      さらに、上記被保険者名簿から、申立人と同日の昭和 43 年 12 月 23

日付けで、遡って資格の喪失の処理がなされている者が 11 人確認でき

る。 

      加えて、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿から、厚生年金保険

の被保険者であったことが確認できる同僚に照会したところ、そのう

ちの一人から、申立人と一緒に昭和 43 年 12 月まで同社に勤務してい

たとする供述が得られた。 



                      

  

      これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 43 年８月 31 日

に被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該

喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人

の資格喪失日は、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所ではなくな

った同年 12 月 10 日であると認められる。 

      なお、申立期間①の標準報酬月額については、当該喪失処理前の記録

から昭和 43 年８月及び同年９月の標準報酬月額は３万 3,000 円、同年

10 月及び同年 11 月の標準報酬月額は３万 9,000 円とすることが妥当で

ある。 

  

２ 申立期間①のうち昭和 43 年 12 月 10 日から 44 年 12 月 31 日までの期

間について、適用事業所名簿によると、Ａ株式会社は、43 年 12 月 10

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当該期間は適用事業

所ではないことが確認できる。 

また、商業登記簿によると、Ａ株式会社は既に解散し、同社の元事業

主は既に他界しており、元役員は、申立人の当時の勤務実態を確認でき

る労働者名簿等の資料及び当時の厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料（賃金台帳等）は無いとしており、申立人の勤務期間及び厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間②について、適用事業所名簿によれば、Ｂ株式会社は、昭和

60 年 10 月 21 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立

期間②の一部は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、公共職業安定所の記録によれば、申立人のＢ株式会社に係る雇

用保険の離職日は昭和 59 年 11 月 20 日であり、申立人は申立期間②の

うち同年 12 月７日から 60 年１月 19 日までの期間について雇用保険の

基本手当を受給し、同年１月 21 日付けでＣ株式会社において雇用保険

の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、商業登記簿によれば、Ｂ株式会社は既に解散し、オンライン

記録によると、同社の元代表取締役は既に他界しており、元取締役は、

申立人の当時の勤務実態を確認できる労働者名簿等の資料及び当時の厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料（賃金台帳等）は無いとして

いる上、同僚からも申立人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除につい

て供述を得られない。 



                      

  

加えて、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち昭和 43 年 12

月 10 日から 44 年 12 月 31 日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5804 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、56 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年 10 月１日から 12 年４月１日まで 

株式会社Ａに平成 10 年４月 21 日から 12 年３月 31 日までＢ部長とし

て勤務し、給与月額は全期間約 57 万円であった。 

しかし、平成 10 年 10 月から退職するまでの標準報酬月額が半額以下

の 20 万円又は 22 万円になっている。当時の銀行預金通帳及び源泉徴収

票を所持しているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準報酬月額については、オンライン記録では、平

成 10 年 10 月から 11 年９月までが 20 万円、同年 10 月から 12 年３月まで

が 22 万円とされている。  

しかしながら、申立人は、申立期間に減給はなされていないと主張して

おり、株式会社Ａの社会保険担当取締役は、「当該期間に保険料を控除さ

れていたかについて確認できる資料は無いものの、申立期間に申立人の給

与を半額にしておらず、支給した給与に見合う額の社会保険料を控除して

いた。」と供述している。 

また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は株式会社Ａで

被保険者資格を取得した平成 10 年４月から同年９月までの間は 56 万円で

あるのに対し、申立期間のうち 10 年 10 月から 11 年９月までが 20 万円、

同年 10 月から 12 年３月までが 22 万円と申立期間前と比べ低額である上、



                      

  

申立人が提出した平成 11 年度の市県民税課税明細書（10 年度の源泉徴収

票に相当）及び平成 11 年度の給与所得の源泉徴収票から、申立期間の社

会保険料控除額は、減額される前（10 年４月から同年９月までの期間）

の標準報酬月額に相当する社会保険料が控除されていることが確認できる。 

さらに、申立人が提出した銀行預金通帳に記載された申立期間各月の給

与振込額によると、平成 10 年４月から同年９月までの期間の振込額の平

均額と申立期間の振込額の平均額は、いずれも標準報酬月額 56 万円に相

当する額となっている。加えて、12 年３月 31 日付け離職に係る雇用保険

受給資格者証によると、離職時賃金月額は 57 万 1,410 円であり、標準報

酬月額 56 万円に相当している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準報酬月額（56 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は申立に係る関連資料が保存されておらず不明とし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5806 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会

社）における資格取得日に係る記録を昭和 26 年４月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額に係る記録を、26 年４月から同年９月までは 4,500

円、同年 10 月から 28 年８月までは 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 28 年９月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無いが、当該期間も給与から厚生年金保険料が控除されていたと思

うので、厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人から提出された在籍期間証明書及び社員名簿並びに雇用保険の記

録から判断すると、申立人がＡ株式会社に昭和 26 年４月１日から勤務し

ていたことが認められる。 

また、Ｂ株式会社によると、申立人はＡ株式会社の正社員であり、正社

員については入社時から厚生年金保険に加入させていたとしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、同僚の当該期間に係る社会

保険事務所（当時）の記録から、昭和 26 年４月から同年９月までは

4,500 円、同年 10 月から 28 年８月までは 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の提出



                      

  

が遅延したとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

26 年４月から 28 年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5807 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 16 万円に、申立期間②は 10 万円に、申立期間③は 24 万円に、申立期

間④は 25 万 2,000 円に、申立期間⑤は 22 万 4,000 円に、申立期間⑥は

16 万 8,000 円に、申立期間⑦は 11 万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

             ② 平成 17 年 12 月 14 日 

             ③ 平成 18 年７月 11 日 

             ④ 平成 18 年 10 月 30 日 

             ⑤ 平成 19 年７月 10 日 

             ⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

             ⑦ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

16 万円、申立期間②は 10 万円、申立期間③は 24 万円、申立期間④は 25

万 2,000 円、申立期間⑤は 22 万 4,000 円、申立期間⑥は 16 万 8,000 円、



                      

  

申立期間⑦は 11 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5808 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 30 万円に、申立期間②は 20 万円に、申立期間③は 27 万円に、申立期

間④は 36 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

30 万円、申立期間②は 20 万円、申立期間③は 27 万円、申立期間④は 36

万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し



                      

  

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5809 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 17 万 5,000 円に、申立期間②は 10 万円に、申立期間③は７万 5,000 円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

17 万 5,000 円、申立期間②は 10 万円、申立期間③は７万 5,000 円の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5810 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 18 万 4,000

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： 平成 17 年７月 12 日 

    株式会社Ａから申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が

無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に 18

万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を、事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5811 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 20 万円に、申立期間②は 15 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ①  平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

20 万円、申立期間②は 15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5812 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は６万円に、申立期間②は３万円に、申立期間③は 16 万 8,000 円に、申

立期間④は 24 万 2,000 円に、申立期間⑤は 12 万 1,000 円に、申立期間⑥

及び⑦は 13 万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は６

万円、申立期間②は３万円、申立期間③は 16 万 8,000 円、申立期間④は

24 万 2,000 円、申立期間⑤は 12 万 1,000 円、申立期間⑥及び⑦は 13 万

2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控



                      

  

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5813 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 27 万円に、申立期間②は３万円に、申立期間③は 30 万 6,000 円に、申

立期間④は 54 万円に、申立期間⑤及び⑥は 27 万円に、申立期間⑦は 34

万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

27 万円、申立期間②は３万円、申立期間③は 30 万 6,000 円、申立期間④

は 54 万円、申立期間⑤及び⑥は 27 万円、申立期間⑦は 34 万円の標準賞



                      

  

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 20 万 8,000 円に、申立期間②は 13 万円に、申立期間③は 23 万 4,000

円に、申立期間④は 36 万 4,000 円に、申立期間⑤は 28 万円に、申立期間

⑥は 36 万 4,000 円に、申立期間⑦は 29 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

   株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

20 万 8,000 円、申立期間②は 13 万円、申立期間③は 23 万 4,000 円、申

立期間④は 36 万 4,000 円、申立期間⑤は 28 万円、申立期間⑥は 36 万



                      

  

4,000 円、⑦は 29 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5815 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 14 万 7,000 円に、申立期間②は 10 万円に、申立期間③は 21 万 6,000

円に、申立期間④は 28 万 8,000 円に、申立期間⑤は 22 万 5,000 円に、申

立期間⑥は 20 万円に、申立期間⑦は 10 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

14 万 7,000 円、申立期間②は 10 万円、申立期間③は 21 万 6,000 円、申

立期間④は 28 万 8,000 円、申立期間⑤は 22 万 5,000 円、申立期間⑥は



                      

  

20 万円、申立期間⑦は 10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 16 万円に、申立期間②は 10 万円に、申立期間③及び④は 23 万 4,000

円に、申立期間⑤は 21 万 6,000 円に、申立期間⑥は 16 万 2,000 円に、申

立期間⑦は 10 万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

16 万円、申立期間②は 10 万円、申立期間③及び④は 23 万 4,000 円、申

立期間⑤は 21 万 6,000 円、申立期間⑥は 16 万 2,000、申立期間⑦は 10



                      

  

万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5817 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 20 万 7,000 円に、申立期間②は 10 万円に、申立期間③は 20 万 7,000

円に、申立期間④は 40 万円に、申立期間⑤は 24 万 3,000 円に、申立期間

⑥及び⑦は 18 万 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は申立期間①は 20

万 7,000 円、申立期間②は 10 万円、申立期間③は 20 万 7,000 円、申立期

間④は 40 万円、申立期間⑤は 24 万 3,000 円、申立期間⑥及び⑦は 18 万



                      

  

9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5818 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 15 万 4,000 円に、申立期間②は 10 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨        

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

15 万 4,000 円、申立期間②は 10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は両申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5819 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 17 万円に、申立期間②は 13 万円に、申立期間③は 25 万円に、申立期

間④は 23 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

17 万円、申立期間②は 13 万円、申立期間③は 25 万円、申立期間④は 23

万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し



                      

  

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5820 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を３万円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    株式会社Ａから申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が

無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間は３万

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5821 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 15 万円に、申立期間②は 11 万円に、申立期間③は 21 万円とすること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

15 万円、申立期間②は 11 万円、申立期間③は 21 万円の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5822 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 27 万円に、申立期間②は 17 万円に、申立期間③は 30 万 6,000 円に、

申立期間④は 54 万円に、申立期間⑤は 33 万円に、申立期間⑥は 27 万円

に、申立期間⑦は 24 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

27 万円、申立期間②は 17 万円、申立期間③は 30 万 6,000 円、申立期間

④は 54 万円、申立期間⑤は 33 万円、申立期間⑥は 27 万円、申立期間⑦



                      

  

は 24 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5823 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 35 万 5,000 円に、申立期間②は 30 万円に、申立期間③は 27 万円に、

申立期間④は 54 万円に、申立期間⑤は 33 万円に、申立期間⑥は 39 万円

に、申立期間⑦は 33 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

④ 平成 18 年 10 月 30 日 

⑤ 平成 19 年７月 10 日 

⑥ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑦ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

35 万 5,000 円、申立期間②は 30 万円、申立期間③は 27 万円、申立期間

④は 54 万円、申立期間⑤は 33 万円、申立期間⑥は 39 万円、申立期間⑦



                      

  

は 33 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5824 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 14 万円に、申立期間②は 16 万円に、申立期間③は 14 万円に、申立期

間④は９万円に、申立期間⑤は８万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 11 日  

         ② 平成 18 年 10 月 30 日  

                 ③ 平成 19 年７月 10 日 

                 ④ 平成 19 年 10 月 30 日 

                 ⑤ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

14 万円、申立期間②は 16 万円、申立期間③は 14 万円、申立期間④は９

万円、申立期間⑤は８万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠



                      

  

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5825 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 24 万円に、申立期間②は 33 万 6,000 円に、申立期間③及び④は 25 万

円に、申立期間⑤は 25 万 5,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 11 日  

         ② 平成 18 年 10 月 30 日  

                 ③ 平成 19 年７月 10 日 

                 ④ 平成 19 年 10 月 30 日 

                 ⑤ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

24 万円、申立期間②は 33 万 6,000 円、申立期間③及び④は 25 万円、申

立期間⑤は 25 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠



                      

  

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5826 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 14 万円に、申立期間②は 26 万 2,000 円に、申立期間③は 20 万円に、

申立期間④は 16 万 8,000 円に、申立期間⑤は 21 万 8,000 円とすることが

必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 11 日  

         ② 平成 18 年 10 月 30 日  

                 ③ 平成 19 年７月 10 日 

                 ④ 平成 19 年 10 月 30 日 

                 ⑤ 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

14 万円、申立期間②は 26 万 2,000 円、申立期間③は 20 万円、申立期間

④は 16 万 8,000 円、申立期間⑤は 21 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



                      

  

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5827 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

及び②は 19 万 8,000 円に、申立期間③は 12 万 5,000 円とすることが必要

である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 10 日 

② 平成 19 年 10 月 30 日 

③ 平成 20 年７月 10 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①及び

②は 19 万 8,000 円、申立期間③は 21 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5828 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は８万円に、申立期間②は４万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 10 日 

         ② 平成 19 年 10 月 30 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は８

万円、申立期間②は４万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は両申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5829 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 10 万円、申立期間②は３万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 10 日 

         ② 平成 19 年 10 月 30 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

10 万円、申立期間②は３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は両申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5830 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は３万円、申立期間②は８万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ①  平成 19 年 10 月 30 日 

                  ②  平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は３

万円、申立期間②は８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は両申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5831 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を９万 2,000 円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： 平成 20 年７月 10 日 

    株式会社Ａから申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が

無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に９万

2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5832 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 17 万円に、申立期間②は 20 万 7,000 円に、申立期間③は 40 万円に、

申立期間④及び⑤は 26 万円に、申立期間⑥は 38 万 9,000 円とすることが

必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

２ 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 18 年７月 11 日 

③ 平成 18 年 10 月 30 日 

④ 平成 19 年７月 10 日 

⑤ 平成 19 年 10 月 30 日 

⑥ 平成 20 年７月 10 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除

されている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録

が無いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

17 万円、申立期間②は 20 万 7,000 円、申立期間③は 40 万円、申立期間

④及び⑤は 26 万円、申立期間⑥は 38 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



                      

  

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5833 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①

は 16 万円に、申立期間②は 10 万円に、申立期間③は 21 万 6,000 円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年７月 12 日 

② 平成 17 年 12 月 14 日 

③ 平成 18 年７月 11 日 

 株式会社Ａから各申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料が控除さ

れている。しかし、社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無

いので訂正してほしい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ提出の賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間①は

16 万円、申立期間②は 10 万円、申立期間③は 21 万 6,000 円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して怠

ったとしていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の当該期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4311 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年７月から 51 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 49 年７月から 51 年 12 月まで 

申立期間について、私は、事業を営んでいたが経営が苦しく、私の妻

の母から国民年金保険料を納付するための資金を借りて、Ａ区役所又は

同区役所Ｂ支所（現在は、Ａ区役所Ｃ所）において納付した。申立期間

については、全て保険料の納付済期間と理解していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、その妻の親から国民年金保険料の資金を

借りて保険料を納付したとしている。しかしながら、申立人から申立期間

の国民年金保険料の納付時期、納付場所、納付金額等の保険料納付に関す

る具体的な申述が得られず、申立人に国民年金保険料の納付を熱心に勧め

たとするその妻は既に他界していることから申述が得られず、保険料の納

付状況が不明である。 

   また、申立人は、所持する領収書から申立期間の保険料は納付済みでは

ないかと主張するが、当該領収証書を精査した結果、申立期間以外の保険

料納付期間分は全て認められるが、申立期間の保険料を納付していたとは

認められない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年５月から平成 10 年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年５月から平成 10 年３月まで 

申立期間について、私は当時夫とＡ店を経営していたが、昭和 53 年

５月頃にＢ市役所から国民健康保険料と国民年金保険料の納付書が送ら

れてきて、店の集金を頼んでいたＣ銀行Ｄ支店の営業の人に夫婦二人分

の国民年金保険料を納付していた。10 年ほどたって集金人が来なくな

ってからはＣ銀行Ｄ支店で保険料を納付した。国民年金手帳は夫婦共に

もらっていない。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人はその夫とＡ店を経営していたが、昭和 53

年５月頃にＢ市役所から国民健康保険料と国民年金保険料の納付書が送ら

れてきて、店の集金を頼んでいたＣ銀行Ｄ支店の営業の人に夫婦二人分の

国民年金保険料を納付し、10 年ほど後に集金人が来なくなってからはＣ

銀行Ｄ支店で保険料を納付したとしている。しかしながら、一緒に保険料

を納付したとするその夫は国民年金の加入歴が無く、申立人とその夫は国

民年金手帳をもらっていないとしている上、申立人は国民年金への加入場

所及び保険料の納付方法などの記憶が明確でなく、国民年金への加入状況

及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は、厚生年金保険記号番号が付番されて

おり、申立期間は国民年金の未加入期間と推認され、制度上、申立期間の

保険料を納付することはできない期間である上、当委員会においてオンラ

インの氏名検索等により調査したが、申立人に国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 



 

  

さらに、申立期間は、239 か月と長期間であり、行政機関において長期

間にわたり国民年金の記録管理に誤りが続いたとは考え難い。 

加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4313 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年 10 月から 14 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年 10 月から 14 年３月まで 

        私は平成 13 年末に夫と婚約し、その当時、私の国民年金保険料につ

いて、まだ納付していなかった分を夫が負担してくれて、夫と一緒にＡ

区役所に行って納付した。申立期間の保険料はその時に納付したと思う。

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 13 年末にその夫と婚約し、その当時、申立期間の国民

年金保険料について、その夫と一緒にＡ区役所で納付したと思うとしてい

る。しかしながら、当該保険料納付について、申立人は納付した金額及び

具体的な納付時期の記憶が明確でなく、また、その夫は、５万円以上納付

した記憶があるとしているものの、納付した月数及び具体的な納付時期に

ついて記憶が明確でないことから、保険料の納付状況が不明である。 

また、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管理

業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式

文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、平

成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記録

漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4318 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年１月から 57 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名： 女 

  基礎年金番号： 

  生 年 月 日： 昭和 25 年生 

  住    所： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間： 昭和 56 年１月から 57 年 11 月まで 

私は、昭和 55 年６月に会社を退職した後の 56 年１月から国民年金

保険料を納付していたので、申立期間の保険料が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料を昭和 56 年１月から納付したとしているが、

申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付状況についての記憶が曖昧

であり、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金の資格取得日はオンライン記録によると昭和

57 年 12 月１日である上、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から 57 年 11 月頃に払い出されたと推認さ

れ、その時点からすると、申立期間は遡って保険料を納付する期間である

が、申立期間を含む 55 年６月から 57 年 11 月までの期間については、平

成５年９月８日に追加訂正されたことにより未納期間となったものであり、

訂正されるまでは、申立期間は未加入期間で保険料を納付できない期間で

あったと推認される。 

さらに、国民年金の資格取得日が昭和 57 年 12 月１日から 55 年６月１

日に変更された時点（平成５年９月）では､申立期間は時効により保険料

を納付することができない期間である。 

 加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4319 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から３年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月から３年３月まで 

    平成元年３月以前は、私は学生であったので国民年金保険料を納める

ことができなかった。元年度及び２年度は保険料の免除申請書を当該年

度が始まる前に、Ａ市役所に郵送しているので、申立期間が免除期間と

なっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年度及び２年度の免除申請書をそれぞれ当該年度が始

まる前にＡ市役所に郵送したと申し立てているが、申立人は、国民年金の

加入手続及び免除申請についての記憶が明確でなく、これらの状況が不明

である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成３年 10 月頃に払い出されたと推認されること

から、その時点では、申立期間の免除申請を遡って行うことはできなかっ

たと考えられる上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査

したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らない。 

さらに、申立人が、申立期間について免除申請書を提出したこと、及び

免除の承認を受けたことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受

けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4321 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月から 47 年３月まで 

    会社を辞める際に、担当者から「厚生年金保険は今日で終わりだが、

将来のことを考えて国民年金に加入した方が良い。」と勧められたので、

退職後の昭和 45 年３月頃、又は同年４月の初め頃にＡ市役所で国民健

康保険と国民年金に加入した。保険料は同市役所で毎月納付し、当初は

印紙のようなものを貼っていた記憶がある。申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を辞める際に、担当者から「厚生年金保険は今日で終わ

りだが、将来のことを考えて国民年金に加入した方が良い。」と勧められ

たので、退職後の昭和 45 年３月頃、又は同年４月の初め頃にＡ市役所で

国民健康保険と国民年金に加入し、国民年金保険料は同市役所に毎月納付

しており、印紙のようなものを手帳に貼って納付していた記憶もあると申

し立てているが、Ａ市では 44 年度から納付書による保険料収納に替わっ

ていることから、申立人の記憶は当時の取扱いと符合しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 48 年３月頃に払い出されたと推認され、その時

点からすると、申立期間のうち、45 年４月から同年 12 月までの期間は時

効により納付できない期間であり、46 年１月から 47 年３月までの期間は

遡って納付する期間となるが、申立人は遡って保険料を納付した記憶は無

いとしている上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査し

たが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら



 

  

ない。 

さらに、申立人が申立期間に国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4323 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月から 61 年３月までの期間及び平成４年８月から

８年８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年４月から 61 年３月まで 

             ② 平成４年８月から８年８月まで   

    私は、昭和 58 年３月頃会社を退職した後、サラリーマンの妻になっ

たので、同年 58 年４月からは国民年金第３号被保険者に自動的に加入

したか、又は元夫が保険料を納付したと思う。また、平成４年８月か

らは、元夫又は私が保険料を納付したはずだ。申立期間の保険料が未

納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 58 年３月頃会社を退職した後、 

同年４月からは国民年金第３号被保険者に自動的に加入したか、その元

夫が保険料を納付したはずだとしている。 

しかしながら、申立人が昭和 58 年４月に取得したとする第３号被保

険者資格に係る制度は、61 年４月に導入されたものである。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、昭和 61 年８月頃に払い出されたと推認され、

その時点からすると、申立期間①は、遡って保険料を納付する期間であ

るが、当該期間については平成４年９月１日に追加訂正されたことがオ

ンライン記録により確認でき、その期間は未加入期間で保険料を納付で

きない期間であると推認される。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、平成４年８月からはその元夫か申

立人が国民年金保険料を納付していたはずだとしているが、申立期間の



 

  

保険料を納付したとするその元夫の当該期間の保険料は未納である。 

また、申立人はその元夫とは連絡が取れないとしており、申立人自身

も申立期間の保険料納付の記憶が曖昧であることから、保険料の納付状

況が不明である。    

 

３ 申立期間①及び②については、いずれも申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5743 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 39 年９月 10 日から 42 年 11 月 21 日まで 

    年金事務所の記録では、昭和 43 年１月 30 日に脱退手当金を支給され

たことになっているが、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）を辞めると

き脱退手当金をもらったことも説明を受けたことも無いので、厚生年金

保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の申立人の氏名は、事業所を退職した約２か月後の昭和 43 年１月 12 日に

旧姓から新姓に氏名変更されており、申立期間の脱退手当金が同年同月

30 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せ

て氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約２か月後の昭和 43 年１月 30 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5744 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年５月５日から 41 年 10 月１日まで 

    年金事務所の記録では、昭和 41 年 12 月５日に脱退手当金を支給され

たことになっているが、株式会社Ａを辞めるとき脱退手当金をもらった

ことも説明を受けたことも無いので、厚生年金保険の被保険者期間と認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約２か月後の昭和 41 年 12 月５日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間に係る株式会社Ａは、当時退職者のうち脱退手当金の受

給希望者については事業主から委託されたＢ所において代理請求を行って

おり、当該事業所における受給記録が存する複数女性は、「代理請求を行

っていた。」と供述しており、その手続も当該事業所の当時の社会保険事

務手続等を行っていた担当者から聴取した手続と一致することを踏まえれ

ば、当該事業所の回答は信用でき、申立人についても事業主から委託され

たＢ所による代理請求がなされたものと考えられる。 

さらに、申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人が記載さ

れているページとその前後６ページに記載されている女性のうち、申立人

の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 41 年 10 月の前後２年以内

に資格喪失した者６人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人

を含む５人に脱退手当金の支給記録があり、うち３人が６か月以内に支給



  

されていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主

による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案5745 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年７月１日から39年４月14日まで  

昭和36年７月１日から39年４月14日まで勤めたＡ株式会社での厚生年金

保険料が、39年６月30日に脱退手当金として支給されたこととなっている

が、この脱退手当金を受給した覚えは無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示がされているとともに、申立期間

の脱退手当金は支給金額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約２か月半後の昭和39年６月30日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、脱退手当金を請求する場合、その請求以前の厚生年金保険の被保

険者期間の全てを対象として請求するものとされているところ、昭和35年

10月５日から36年５月27日までのＢ株式会社に係る期間が脱退手当金の支

給対象期間となっていないが、当該事業所で取得している厚生年金保険の

被保険者番号はＡ株式会社において取得した被保険者番号とは別番号であ

ること、申立人も「当時、Ｂ株式会社において厚生年金保険に加入してい

たことは知らなかった。」と述べていること等から同期間の請求を失念し

た可能性も考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5746 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年７月 22 日から同年９月１日まで 

         ② 昭和 31 年８月１日から 34 年 11 月 26 日まで 

    年金事務所の記録では、昭和 35 年７月 30 日に脱退手当金を支給され

た記録になっているが、Ａ株式会社退職時に脱退手当金をもらったこと

も説明を受けたことも無いので、厚生年金保険の被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②の厚生年金保険被保険者記号番号は、事業所を退職した約８

か月後の昭和 35 年８月２日に重複整理の手続がとられたことが厚生年金

保険被保険者台帳（旧台帳）及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

録されており、申立期間の脱退手当金が同年７月 30 日に支給決定されて

いることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて重複整理が行われたと

考えるのが自然である。 

また、申立人のＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立

期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格喪失日から約８か月後の昭和 35 年７月 30 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5747 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年４月１日から 32 年 10 月１日まで 

平成 10 年に国民年金を受けるために社会保険事務所（当時）に相談

に行った際に、Ａ組合に勤務した期間が、脱退手当金を受給したことに

なっていることを知った。しかし、脱退手当金を受給した記憶が無いし、

同制度そのものを知らなかった。また、同組合を退職して間もなく夫の

勤務先であるＢ地へ引っ越したので、郷里にはいなかった。申立期間を

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ組合に係る申立人の厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）には、脱退手当金が支給されたことが記載されているとともに、

支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約５か月後の昭和 33 年２月 27 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金は昭和 33 年２月 27 日に支給決定されている

が、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険

者期間が無ければ年金は受給できなかったのであるから、その後厚生年金

保険の加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうか

がえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年 10 月 11 日から 35 年４月 10 日まで 

         ② 昭和 35 年８月 10 日から 36 年 10 月１日まで 

         ③ 昭和 37 年１月１日から 39 年２月１日まで 

         ④ 昭和 39 年２月１日から 40 年２月１日まで 

    年金事務所の記録では、昭和 40 年 10 月５日に脱退手当金を支給され

た記録になっているが、Ａ社を退職したとき、脱退手当金を受け取った

記憶は無いので、厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間④に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期

間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、当該期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約８か月後の昭和 40 年 10 月５日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立

期間である４回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわら

ず、申立期間後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受

給したために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人

から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年 10 月１日から 41 年１月１日まで 

    平成 22 年９月頃、脱退手当金を受給したかどうかの確認についての

はがきが届き、初めて脱退手当金の受給を知った。脱退手当金を受給し

た覚えが無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の昭和 35 年 12 月１日から 39 年４月１日

までに厚生年金保険被保険者資格を取得した女性のうち、申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日である 41 年１月１日の前後１年以内に資格喪

失した者 22 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、18 人に脱退手

当金の支給記録があり、うち 11 人が約６か月以内に支給されていること

を踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約１か月後の昭和 41 年１月 28 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5752 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年７月１日から 38 年６月９日まで 

    日本年金機構から届いた通知により、昭和 34 年７月１日から 38 年６

月９日までの加入期間が脱退手当金として 38 年 12 月 25 日に支払われ

ていることを知った。当時は脱退手当金の制度も知らず、Ａ株式会社を

退職した時に脱退手当金を受け取った記憶も無いので、厚生年金保険の

記録と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は

その支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約６か月後の昭和 38 年 12 月 25 日に支給決定されてい

るなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は申立期間後に再びＡ株式会社で被保険者資格を取得して

いるが、申立人の被保険者台帳記号番号は申立期間後は別の番号となって

おり、脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが

自然である上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案5753 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年２月１日から39年２月25日まで  

Ａ株式会社に勤務していた期間の厚生年金保険料が、昭和39年５月25

日に脱退手当金として支給されたことになっているが、この脱退手当金

を受給した覚えは無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示がされているとともに、申立期

間の脱退手当金は支給金額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から３か月後の昭和39年５月25日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5754 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年３月１日から 41 年９月 10 日まで 

    日本年金機構からのはがきが届き、Ａ所の厚生年金保険被保険者期間

が脱退手当金として支給されていることを知った。株式会社Ｂを退社

した後、Ｃ社会保険事務所（当時）へ行き、２枚あった被保険者証を

１枚にしてほしいと申し出たことを記憶しているが、脱退手当金を受

給した記憶は無い。また、脱退手当金が支給されたこととなっている

頃は新築した家のローンもあったので、9,600 円の一時金を受け取って

いれば、記憶に残るはずである。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ｂを退社した後、Ｃ社会保険事務所へ行き、Ａ所に

係る厚生年金保険被保険者証と株式会社Ｂに係る厚生年金保険被保険者証

を２枚提出したと供述しているが、Ａ所における被保険者期間に係る被保

険者記号番号（＊）と、株式会社Ｂにおける被保険者期間に係る被保険者

記号番号（＊）は、平成 16 年５月に基礎年金番号に統合されるまで重複

取消されていないことから、同事務所で受理された被保険者証は１枚であ

ったと推認できる。 

また、申立人は、「２つ入っている保険のうち、１つを解約しようと思

った。」と供述しているほか、申立人が現在も所持しているのは株式会社

Ｂに係る厚生年金保険被保険者証のみであること、同社における被保険者

期間は 16 か月であり、当該期間のみでは脱退手当金の受給要件を満たせ

ないこと、及び同社を管轄するのはＤ社会保険事務所であり、Ａ所を管轄

するのはＣ社会保険事務所であったこと等を踏まえると、申立人が、Ａ所

を管轄するＣ社会保険事務所において同社に係る被保険者証を提出した際



  

に、脱退手当金の請求手続がなされた可能性がうかがえる。 

さらに、申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱退 45.5.16」の印が押され

ているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5755 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年５月１日から 42 年８月 24 日まで 

    年金記録を確認したところ、Ａ会及びＢ所における厚生年金保険被保

険者期間が脱退手当金として支給されたことになっていたが、自分が

脱退手当金を請求、受給したのは株式会社Ｃにおける被保険者期間の

みであるので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ所における健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、支給額に計算

上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間の脱退手当金が昭和 45 年 12 月８日に支給決定されてい

るところ、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及びＢ所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の氏名は、支給決定日の近接する

時期において氏名変更されており、当該脱退手当金の請求に併せて氏名変

更が行われたと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は、申立期間前の９年間の厚生年金保険被保険者期間に

ついては、脱退手当金を受給しており、申立期間の脱退手当金を受給する

ことに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5757 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年９月 20 日から 37 年 12 月３日まで 

    オンライン記録では、申立期間の厚生年金保険被保険者期間が脱退手

当金を受給した記録になっているが、私は、脱退手当金の制度がある

こと自体も知らなかったし、脱退手当金を請求したことも受領したこ

とも無い。申立期間の厚生年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立

期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約３か月半後の昭和 38 年３月 19 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立事業所から提出された従業員の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の備考欄には、「脱手請求 37.12.26」と記載されており、申立人

の委任に基づき事業主による代理請求がなされたものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金の支給を受領していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5758 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月１日から同年６月 11 日まで 

             ② 昭和 38 年 11 月 12 日から 39 年５月 31 日まで 

             ③ 昭和 39 年６月３日から 40 年８月 26 日まで 

             ④ 昭和 42 年 10 月 16 日から 44 年１月 26 日まで 

    日本年金機構から届いた年金記録の通知を確認したところ、申立期間

の厚生年金保険の加入期間が脱退手当金を受給したことになっている。 

    しかし、当時、脱退手当金制度があったことは知らなかったし、脱退

手当金については請求したことも、受け取った覚えも無いので、申立期

間の脱退手当金支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る最後の事業所である株式会社Ａの事業所別被保

険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示

が記されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申

立期間①から④までの全期間を対象として計算されており、当該事業所の

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 44 年５月 29 日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5759 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年 12 月７日から 44 年３月 16 日まで 

             ② 昭和 44 年５月 16 日から 45 年８月７日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について、脱退

手当金を受給していることを知った。 

    しかし、申立期間の事業所を退職するときには、脱退手当金の説明は

無く、脱退手当金を請求したことも、受給した記憶も無いので、申立期

間の脱退手当金支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る脱退

手当金の支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約３か月後の昭和45年11月10日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年５月１日から同年 11 月１日まで 

② 昭和 34 年５月１日から 36 年２月１日まで 

日本年金機構より、Ａ所を退職した後に、Ａ所とＢ株式会社の期間に

ついて脱退手当金を受け取っているとのはがきが送られてきた。私はそ

のようなものを受け取った記憶が無い。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間②に勤務していたＡ所において、脱退手当金の受給権

がある同僚 17 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、12 人に脱退

手当金の支給記録が確認でき、うち 11 人が６か月以内に支給されている

上、当時は通算年金通則法施行前であったことを踏まえると、申立人につ

いてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いも

のと考えられる。 

また、申立人の脱退手当金は、支給金額に計算上の誤りが無く、申立期

間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の昭和 36 年２月１日から約

１か月後の同年３月７日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：① 昭和 38 年３月 11 日から 39 年７月 14 日まで 

            ② 昭和 41 年３月 11 日から 44 年 11 月 25 日まで 

年金事務所の記録では、昭和 45 年１月 16 日に脱退手当金を受領した

ことになっているが、株式会社Ａを辞めるとき、脱退手当金の制度の説

明を聞いたことも無く、また受領した記憶も無いので、厚生年金保険の

記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、申立期間の脱退手当金支給決定日は、昭和 45 年

１月 16 日であることが確認できるところ、申立人に係る厚生年金保険被

保険者記号番号払出簿には、脱退手当金支給決定日の８日後である同年１

月 24 日に、旧姓から新姓に氏名変更訂正がなされていることを踏まえる

と、脱退手当金の請求に併せて、氏名変更手続が行われたと考えるのが自

然である。 

また、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されていることが確認できるととも

に、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案5763 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①  昭和37年２月１日から40年３月22日まで 

② 昭和40年３月22日から41年12月30日まで 

日本年金機構の説明によれば、申立期間について脱退手当金を受け取

っているとのことであったが、受け取った記憶は無い。 

第三者委員会で調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）に係る同僚は、「申立期間当時経理

担当者から脱退手当金の説明があり、手続をお願いした。」と証言してお

り、当該事業所において、代理請求が行われていたことがうかがえる。 

また、申立人の株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

は、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約６か月半後の昭和42年６月17日に支給決定され

ているなど、事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案5764 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年８月７日から31年４月１日まで 

平成21年７月頃、社会保険事務所（当時）において、私の年金記録を

確認した際、申立期間については、脱退手当金を受け取っていると担当

者から説明を受けた。しかし、受け取った記憶は無く、当該記録に納得

がいかない。 

第三者委員会で調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

有限会社Ａに勤務していた同僚の中には、申立人と資格喪失日及び脱退

手当金の支給決定日が同日である者がいることがオンライン記録により確

認できる上、申立期間当時は、通算年金制度前であったことを踏まえると、

当該事業所により代理請求手続が行われていた可能性があったと考えられ

る。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄には、給付

種類「脱手」、支給(開始)年月日「31．5．8」と記されているとともに、

申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、資格喪失日か

ら約１か月後に支給決定されているなど、事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5765 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年 11 月 15 日から 37 年４月１日まで 

           ② 昭和 37 年４月１日から 41 年 10 月 29 日まで 

  日本年金機構から届いた通知を確認したところ、昭和 35 年 11 月 15

日から 41 年 10 月 29 日までの厚生年金保険加入期間が脱退手当金を受

領した記録となっている。しかし、当時、脱退手当金という制度は知ら

ず、当然、受け取った記憶は無い。脱退手当金を受領した期間について、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、申立期間の脱退手当金支給決定日は、厚生年金

保険被保険者資格喪失日の約４か月後の昭和 42 年２月 20 日であることが

確認できるところ、申立人に係る事業所別被保険者名簿には、資格喪失日

の約 20 日後である 41 年 11 月 18 日に、旧姓から新姓に氏名変更訂正がな

されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて、氏名変更手続

が行われたと考えるのが自然である。  

また、申立人の事業所別被保険者名簿には脱退手当金が支給されている

ことを意味する「脱」の表示が押印されているとともに、申立期間の脱退

手当金の支給額に計算上の誤りは無い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受領していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5766 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月 22 日から同年９月 21 日まで 

           ② 昭和 44 年９月 22 日から 47 年５月１日まで 

           ③ 昭和 47 年５月１日から 49 年６月 21 日まで 

  昨年、年金事務所からはがきが届き、年金記録のうち、株式会社Ａと

Ｂ株式会社の記録は、脱退手当金として処理されているという内容だっ

た。私は、結婚し、子供を授かったので、昭和 49 年６月に退職をした。

その時に、会社からは脱退手当金の説明は無く、そのはがきが届くまで、

脱退手当金という言葉さえ知らなかった。私は、脱退手当金を受領して

いないと思うので、記録を調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間に係る脱退手当金は、昭和 51 年７月６日付けでＣ社会保険事

務所（当時）において受け付けられた脱退手当金裁定請求書により、同年

11 月 19 日付けで申立人に支払われていることが確認できるとともに、当

該裁定請求書の氏名欄及び受領書には申立人の氏名及び押印が確認できる。 

また、前述の脱退手当金裁定請求書における請求期間は、申立期間と一

致しており、支給額にも計算上の誤りは無い。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5767 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年３月 28 日から 37 年７月 11 日まで 

② 昭和 40 年９月１日から 43 年２月５日まで 

Ａ株式会社Ｂ所に最初に勤務した被保険者期間及び株式会社Ｃに勤務

した被保険者期間について脱退手当金が支給されたことになっているが、

当該脱退手当金は請求しておらず、受給もしていないので記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る株式会社Ｃの健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人

欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が記されている上、申立

期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る資

格喪失日から約７か月後の昭和 43 年９月 11 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、資格喪失日（昭和 43 年２月５日）以後の昭和 43 年４月 25 日付

けで旧姓から新姓に氏名変更されており、併せて株式会社Ｃで払い出され

た厚生年金保険記号番号(＊)が重複取消され、Ａ株式会社Ｂ所の厚生年金

保険記号番号（＊）に統合されており、申立期間の脱退手当金が同年９月

11 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せ

て氏名変更及び重複整理が行われたと考えるのが自然である。 

さらに、脱退手当金の支給決定日が通算老齢年金制度発足後であるにも

かかわらず、申立人は平成８年６月５日に国民年金の第３号特例納付の届

出を行い昭和 61 年 10 月以後の記録はあるものの、同年９月以前に納付記

録は無く、株式会社Ｃ退職時に将来において年金を受給する意思を有して

いたとは考え難い。 



  

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5768 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月１日から 42 年３月 16 日まで 

    厚生労働省の記録によれば、昭和 43 年 12 月 20 日に申立期間に係る

厚生年金保険の脱退手当金が支給されたことになっているが、当該脱退

手当金を請求しておらず、受給もしていないので、調査の上、記録を訂

正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の

請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給し

た旨の「脱」表示をすることとされており、申立人が現在も所持している

厚生年金保険被保険者証には、当該表示が確認できることを踏まえると、

申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは考え難い。 

また、申立人に係る「厚生年金保険脱退手当金支給報告書」には申立人

の氏名が記載されているとともに、オンライン記録における脱退手当金の

支給日と一致する昭和 43 年 12 月 20 日の日付、支給額と一致する 9,022

円の金額が記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

さらに、申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5769 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月１日から 49 年５月２日まで 

    申立期間は脱退手当金が支給された記録になっているが、私は受給し

た記憶が無い。脱退手当金を受給したとされている期間について、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は法定支給額と一致している上、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月半後の昭和 49 年９月 13 日

に支給決定されており、申立期間に係る申立人の健康保険厚生年金保険被

保険者原票には脱退手当金を支給したことを示す「脱」の表示があるなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5770 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月 13 日から 48 年４月 15 日まで 

② 昭和 48 年６月１日から 52 年 11 月１日まで 

    厚生年金保険の記録では、申立期間①（Ａ株式会社）及び②（Ｂ所）

で勤務した期間の厚生年金保険の被保険者期間が脱退手当金として支給

されたことになっているが、自分は脱退手当金を請求したことも受け取

ったこともないので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ所に係る脱退手当金は、支給額も適正である上、申立期間に

係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたこ

とを表す「脱」の記載が確認できることなど、一連の事務手続に不自然さ

はうかがえない。 

また、申立人は当時、通算年金制度を知らなかったと供述しており、申

立期間の事業所を退職後、厚生年金保険の加入歴が無い申立人が、脱退手

当金の支給決定当時、受給しない明確な意思を有していたとは考え難い上、

申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 10 月１日から 40 年 10 月 11 日まで 

 年金受給の手続のときに、脱退手当金を受給しているといわれたが、

私は厚生年金保険に加入していることを知らなかった。日本年金機構か

らはがきが来たので、改めて調査をしてもらいたいと思い、申立てをし

た。私の厚生年金保険の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された、脱退手当金裁定請

求書には、Ａ社会保険事務所（当時）の受付印（昭和 43 年 12 月 19 日）

の押印、申立人名の記入及び押印がされており、申立期間に係る事業所名、

所在地及び勤務期間が記され、記載内容に疑義は認められない上、脱退手

当金支給額に計算上の誤りは無いなど、受付から支給決定されるまでの一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人に聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5772 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年５月 12 日から 40 年４月 27 日まで 

             ② 昭和 40 年９月１日から 41 年９月 29 日まで 

             ③ 昭和 43 年８月 20 日から同年 10 月 23 日まで 

国（厚生労働省）からのはがきの記録では、申立期間①のＡ株式会社、

②のＢ株式会社、③のＣ株式会社に勤務していた期間が、脱退手当金支

給済期間となっているが、私は脱退手当金を請求しておらず、受給もし

ていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間③に勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には、脱退手当金を支給したことを示す、「脱」表示の記載

があり、その支給額に計算上の誤りは無く、申立期間③に係る厚生年金保

険被保険者資格喪失日（昭和 43 年 10 月 23 日）から約４か月後の 44 年２

月７日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

 また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年７月から57年６月まで 

Ａ職として、株式会社Ｂ（現在は、Ｃ株式会社）入社当時の１年間、

基本給のみで 18 万円あり、そのほかに時間外手当、家族手当、通勤手

当が 10 万円以上あったのに、標準報酬月額が 18 万円のままになってい

るのはおかしいので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、株式会社Ｂに勤務していた複数の元同僚は、「自分の標

準報酬月額は、事実と相違していない。」と回答している上、Ａ職歴 26

年の元同僚Ｄは、「申立人の標準報酬月額は、残業手当や休日手当が含ま

れた価格の基本給であって、30 万円になるときもある。会社が基本給を

標準報酬月額として決めたことだと思う。」と供述している。 

また、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の資格取得日（昭和

56 年７月 16 日）における賃金支払額が 17 万 6,000 円と記載されており、

厚生年金保険の標準報酬月額とおおむね一致することが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間にその主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与

明細書等は無い上、事業主は「当時の賃金台帳等の関係書類等は保存され

ておらず、申立内容については不明。」と供述していることから、申立人

の申立期間に係る報酬月額及び保険料控除額について、確認することがで

きない。 

加えて、オンライン記録及び元同僚への照会により、申立期間当時、申

立人と同じ職種であったと回答している複数の元同僚の標準報酬月額は、



  

申立人と同額又は、ほぼ同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月

額のみが元同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらない上、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に標準報酬月額が遡及して

訂正された形跡は認められない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5777 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年８月 29 日から 52 年９月３日まで 

夫のＡが、Ｂ区にあったＣ株式会社に勤務していた時の厚生年金保険

の記録は、昭和 52 年９月３日からとなっていて、それ以前の申立期間

の加入記録が無い。夫は、平成＊年＊月に亡くなり、当時の知人３人も

既に亡くなっており、夫が亡くなって＊か月の時に火災に遭ったので、

資料は何も無くなってしまった。私が覚えていることでは、夫が昭和

50 年の暮れにＤで入院して、その時に、傷病手当金をもらった記憶が

ある。申立期間について、調査して、厚生年金保険被保険者として認め

てほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保 

険者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｃ株式会社のＥ事業を現在承継している株式会社Ｆからは、｢申立人は、

昭和 49 年９月頃からＧ職（出来高払の外注委託者）としてＣ株式会社に

勤務し、52 年９月３日に嘱託社員として入社、60 年８月 16 日から平成

８年７月 31 日まで正社員として勤務し、同日から半年間、嘱託社員とし

て勤務して９年１月 31 日に退社した。」と回答しており、申立期間にお

いて同営業所に勤務していたことはうかがえるものの、同時に「申立期

間については、外注業者なので、厚生年金保険への加入の届出を行って

おらず、申立期間の保険料を控除していない。｣と回答している。 

 また、株式会社Ｆから提出された申立期間に係るＧ職料の支払台帳に

よると、申立人は、昭和 49 年９月から 50 年１月までの期間及び 52 年６

月から同年９月までの期間について、Ｇ職料の現金支払を受けていること



  

が確認できるとともに、申立人が嘱託社員となった後の同年 10 月以降は、

申立人に対するＧ職料の支払が無くなっていることが確認できる。 

 さらに、申立期間当時、Ｃ株式会社Ｈ所で労務課長であった同僚は、

｢申立人の当時の事業所での待遇は、外注扱いで請負契約であった。その

後、嘱託社員となって、後日、正社員となった。｣と供述しており、Ｉ係

をしていた同僚も、｢私が入社した昭和 50 年７月当時、申立人は、請負

の仕事をしていたと記憶している。｣と供述している。 

 加えて、事業所が当時加入していたＪ基金から提出された厚生年金基

金加入員台帳によると、資格取得日が昭和 52 年９月３日となっており、

オンライン記録及び事業所別被保険者名簿の申立人の資格取得日と一致し

ている。 

 なお、申立人のＣ株式会社に係る雇用保険の被保険者記録によると、

資格取得日が昭和 52 年 12 月 10 日、離職日が平成９年１月 31 日となって

おり、これに基づいて、申立人は、同社離職後に雇用保険の失業給付を同

年３月 10 日から受給していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、厚生年金

保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案5778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年12月１日から７年６月１日まで 

    Ａ区Ｂ地で営んでいたＣ業を廃業した後、平成元年12月１日から７年

５月31日まで有限会社Ｄ（商業登記簿では、有限会社Ｅ）という会社

で勤務し、Ｆでの仕入れや配達などを行っていた。 

しかし、厚生年金保険の記録には、この会社の被保険者だった期間の

記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

有限会社Ｅの元取締役（事業主の妻）の供述及び雇用保険の被保険者記

録から、期間の特定はできないものの、申立人が申立期間において同社に

勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によると、同社は、平成９年８月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所では

ないことが確認できる。 

また、前述の元取締役は「申立期間当時に代表取締役だった夫は、既に

亡くなっているが、会社設立後、平成９年８月１日までは厚生年金保険の

適用事業所ではなかった。このため、申立期間当時は、夫も私も国民年金

に加入しており、申立人が厚生年金保険に加入しているわけがない。雇用

保険は従業者の全員が加入していたが、適用事業所になる前に、厚生年金

保険料は控除していない。」と供述している。 

さらに、同社の元取締役の一人は、「申立人が勤務していた当時、私は

まだ社員だったが、会社が厚生年金保険の適用事業所になるまでは、国民

年金と国民健康保険組合に加入をしており、給与から厚生年金保険料は控

除されていなかった。」と供述している。 



  

加えて、オンライン記録によると、申立人は、昭和39年４月から60歳到

達日前月の平成６年＊月まで国民年金保険料を納付していることが確認で

きる上、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書等の資料も無く、このほか、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年１月 16 日から同年 10 月１日まで 

昭和 61 年１月 16 日から同年 10 月１日まで、株式会社Ａ（又は関連

会社の株式会社Ｂ）に勤務していたが、厚生年金保険被保険者記録が無

いので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、期間の特定はできないものの、申立人は申立

期間当時株式会社Ａにおいて勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、事業主（現在は、株式会社Ｃ）は「当時の書類が無く、

申立人の勤務状況等は不明である。」と回答している。 

また、当時、株式会社Ａ及び株式会社Ｂ両社の給与計算をしていたとす

る会計事務所の税理士で、同社監査役であった者は「出入りの多い会社だ

ったので、すぐに辞める者を除き、店長の判断で社会保険に加入させるか

決めていた。」と供述している。 

さらに、申立人は国民年金手帳記号番号払出簿から、昭和 61 年３月 10

日に国民年金手帳記号番号の払出を受けたことが確認できる上、雇用保険

受給資格者証から、同年５月８日に直前の勤務に係る受給資格に基づく基

本手当を受給した後、同年８月６日に別の事業所に就職したことも確認で

きる。 

加えて、株式会社Ａ及び株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に申立人の氏名は無く、申立期間に整理番号の欠番も無い上、申立

人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5785 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 12 月 29 日から 46 年 12 月１日まで 

     Ａ株式会社に入社し、会社から同じ条件でＢ株式会社へ異動を指示

された。昭和 45 年４月の入社から 47 年７月の退社まで継続して勤務し

ているのに、厚生年金保険の記録に空白があることに納得できない。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の加入記録により、申立人はＢ株式会社に昭和 46 年９月 26 日

から 47 年６月 30 日まで勤務していたことが確認できる上、申立人とと

もにＡ株式会社からＢ株式会社に異動した同僚は、申立人は申立期間も

継続して勤務していたと供述している。 

 しかし、オンライン記録等では、Ｂ株式会社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和 46 年 12 月１日であり、申立期間は適用事業所とな

っていないことが確認できる。 

 また、オンライン記録によると、申立人が記憶していた上記同僚を含む

同僚３人は、申立人と同時期にＡ株式会社からＢ株式会社に異動してい

るが、申立人と同様に当該異動時期からＢ株式会社が適用事業所となる

までの期間において、厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

 さらに両申立事業所の事業主等は、申立期間当時の資料が無いことから、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の給与からの控除等については不

明としている上、同僚からも、申立期間の保険料の事業主による給与か

らの控除について具体的な供述を得られないことから、申立人の申立期

間に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について、確認すること

ができない。 



  

 加えて、事業主による給与からの控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集してきた関連資料等を総合的に判断す

ると申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5805 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年６月 30 日から同年７月１日まで 

株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支店を昭和 60 年６月 30 日に退

職したので、申立期間を同社で厚生年金保険被保険者であった期間と認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂが保管している社員台帳、Ｄ基金（現在は、Ｅ基金）の加入

員台帳及び申立人が保管しているＤ基金加入員証並びに雇用保険の記録等

から、申立人がＡのＣ支店を昭和 60 年６月 29 日に退職したことが確認で

きることから、申立人の申立期間に係る勤務実態について、確認すること

ができない。 

また、株式会社Ｂは、「Ａ（当時）では、自己都合離職者の場合、月末

が公休日のときは直近の勤務日を離職日としていた。昭和 60 年６月 30 日

は日曜日なので、申立人の離職日は６月 29 日となり、厚生年金保険被保

険者資格喪失日を６月 30 日と届け出たと思う。60 年６月の厚生年金保険

料は、申立人の給与から控除していないと思う。」と回答している。 

さらに、申立期間当時に株式会社ＡのＣ支店において厚生年金保険被保

険者であった複数の者から回答を得たが、申立期間に係る厚生年金保険料

が申立人の給与から控除されていたとの供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が申立人の給与から控除され

たことがうかがわれる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


